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労働経済分析の基礎理論
菊 池　　光 造
は　じ　あ　に
　労働問題研究の視角をめぐって，ふたたび論争の季節がおとずれたよう
だ。隅谷三喜男著『労働経済論』（筑摩書房，1968）および岸本英太郎編著『労
働経済論入門』（有斐閣，1968），きびすを接したこの二つの著書の刊行は，そ
れらがよって立つ理論が極めて対照的であるだけに，それじたい，すでに労
働経済諸側面の分析をささえる基礎理論をめぐって論争的課題を提起してい
るといってよい。また，徳永重良氏の近稿「マルクス経済学と社会政策論」
　　　　　　（1）
（日本労働協会雑誌，1970，2月号）は，直接には岸本英太郎教授の社会政策論に
対する批判を意図しているがsやはり労働聞題研究の基礎理論，あるいは経
済学の方法にかかわる論争的課題を提起しているといえるであろう。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（z）
　この稿は，こうした学問状況をふまえて，労働経済分析＝賃労働分析の基
礎理論について，私なりに若干の展開を試みることを意図している。論旨の
展開にさきだって，つぎのことが確認きれねばならない。資本制社会におけ
る「賃労働」の存在が，究極的には「資本そのものの否定者」として対抗的
に立ち現われるとしても，労働経済論嵩賃労働論が経済学として構築される
というかぎり，それは資本主義の経済メカニズム，資本主義の運動法則に規
（1）このことは，両著書を比較・対抗的にとりあげた深見文雄氏の「書評」（日本労働
　　協会雑誌，No．128，所収）にも表われている。
（2）このほかに，労働経済分析の方法に関する論稿としては，村串仁三郎「労働経済学
　　の方法批判」（経済評論，1967，ll月），小川登「労働経済論の対象と方法」（経
　　済論叢，1968，2月），吉村励「マルクス賃金論の方法と構成」（経済学雑誌，19
　　68，S月），金子ハルオ「賃金論の展開方法」（講座r現代賃金論』（1｝，所収），さら
　　に視角は異なるが，桜林誠「労働経済学の一試論」　（上智経済論集，1970，3月）
　　など枚挙にいとまがない。方法論そのものについては，私も別稿において論ずるこ
　　ととしたい。
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定きれたものとして展開されねばならない。すなわち，資本主義の運動法則
を解明する経済学の一般理論＝経済学原理論に立脚したものとして賃労働論
が構築されぬかぎり，それは普遍妥当性をもつ「理論」たりえないであろう6
　そもそも，「労働経済論」が対象とする「労働」は，資本関係のなかに引
き据えられた「賃労働」であることはいうをまたない。したがって，資本と
賃労働を基礎範疇として回転する資本主義経済の運動法則把握をぬきにして
は，労働経済論もその根拠を失なう。その意味で，なによりもまず，資本の
運動に規定され，それに媒介されるものとして賃労働の運動法則が明らかに
されねばならない。しかt」　一一方，労働経済の現実分析においては，労働市
・場，賃金，労働組合，労使関係など，諸対象領域はすべて労資の主体的ビヘ
イビア＝対抗関係につらぬかれた経済過程の分析，あるいは主体の構造と行動
様式そのものの分析にある。したがって，労働経済分析の基礎理論はたんな
るエコノミクスではなく，経済理論と社会的対抗関係の結節点を明らかにす
るものでなければならない。賃労働の経済理論のロジカルな展開のかなたに
労資対抗の必然性とその展開形態をみつめる。　これこそ労働経済論の核心な
のである。
1　「賃労働」を規定するもの
　　　　　　　　一資本蓄積法則の理解について一
　〔1〕　資本主義の運動法則，資本制的再生産・蓄積のメカニズムについて
の理解は，賃労働の理論にとって決定的に重要である。それだけに，その理
解はつねに立ち帰って問われつづけるのであり，しばしば，論争的課題を提
起する。かつての「社会政策本質論争」もこの例外ではなかったし，現在の
時点で労働経済分析および社会政策分析の基礎理論にかかわるものとして，
あらためて論争的にとりあげら．れる必然性をもっているといえよう。したが
って，この稿も最近提起されている議論を意識しつつ，資本蓄積法則の理解
について，ひとつの展開を試みることから出発せざるを得ない。
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　　論争点とのかかわりを明示し，この稿の問題意識を明らかにするために，社会政策論
　をめぐる過去の論争と労働経済論＝賃労働論の関係について，私の認識を記しておこ
　う。「社会政策論争は，何よりも社会政策の必然性および本質を，資本制経済社会の運
　動法則の中で把えようとするものであった。したがって，それは資本と賃労働を基本的
　範勝とする資本制生産が，いかなる法則性にもとずいて回転しているのかという，すぐ
　れて経済法則把握の正否をめぐって展開されたのである。また社会的・政治的形式をと
　って現れる「社会政策」を資本制経済・社会の運動法則の中に位置づけることは，必然
　的に階級間の支配と被支配，労働者階級の抵抗，労・資の対抗を，資本制生産の自然法則
　において把えることを意味した。かくて，社会政策論争は，資本制経済の自然法則を，
　資本蓄積の法則＝相対的過剰人口創出の法則＝労働者階級「窮乏化」の法則＝労働者階
　級の反抗増大の法則として明らかにしたのであった。考えてみれば，ω資本と労働の相
　対的過剰の問題（ロ）それが各階層労働力の需給にどのような影響を与えるか。囚労働市
　場の構造とその機能および組織の理論的把握の問題は，まさに右のような法則性の把握
　を前提として展開されるといえよう。この意味において，社会政策本質論争は，未だ労
　働問題研究，労働組合研究の個別間題につなぐには理論的距離を残したとはいえ，労働
　問題研究の寿寒礎理論を描くことに成功したといえるのではなかろうか。私たちの労働問
　題研究は，社会政策論争の意義を否定するところがらではなく，その成果を継承し発展
　させるところがら始まるし，始まらねばならないのである。」（拙稿「賃労働の経済理
　論」岸本英太郎編r労働組合の機能と組織』1966年，所収，23－24ページ）。このよ
　うな認識に立つものとして，現在提起されている論争的問題点は，私にとって無縁のも
　のであり得ない。さらに，前掲論稿の註において徳永重良氏は，この拙稿を引きつつ，
　「菊池光造氏も岸本教授と類似の理解といえよう」とのべているのであるから，徳永氏
　の提起する論点に対しては，私自身積極的見解を示す責任を有するといえよう。
　徳永重良氏は，近稿において，岸本英太郎教授の社会政策論を批判しつつ，
みずからの社会政策分析への視角を提起きれた。その論旨は，「支配的資本
の特質，労資の組織化の進展，国家権力．の構造，さらにそれらに大きく影響
きれる政策決定機構等にかんするダイナミックな分析」を欠いては，社会政
策分析は不可能だ，したがって，社会政策論はこれらの点を解明しうる次
元，すなわちいわゆる「段階論」，「現状分析」の課題だ，という点にある。
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さらに徳永氏の他の論稿と照合してみるとき，氏の主張は社会政策分析のみ
ならず，総じて労働経済分析・労働問題分析の課題は「原理還元的思考様式」
を排して「段階論」説にのる具体分析として設定さるべきだという点にある
といってよいだろう。
　　　　　　　　（1）
　さて，以上のような方法論に立つ徳永氏は，前掲近稿において主要なスペ
ースを岸本教授の社会政策理論の批判にあてている。
　岸本説への批判点は，大きく分けて①資本蓄積法則の理解といわゆる「窮
乏化」説について，②階級斗升の理解のしかたについて，③階級斗争と国家政
策の関連の理解について，以上の三点にある。しかし1スペースのうえから
も朋らかなように徳永氏の論稿は論点①に比重をかけたものとなっており，
　　　　　　　　　　　　　　　ら②③はむしろ①の理解のうえに立つ痛論だといってもよい。　したがって，間
題はなによりもまず理論問題であり，社会政策分析。労働経済分析の双方を
ささえる基礎i理論にかかわるものなのである。，
　論点①について，徳永氏の展開をみよう。氏は，岸本教授の資本蓄積法則
理解について「（岸本）教授は，資本蓄積の一般的法則をそく＜有機的構成
高度化の法則〉としてとらえ，蓄積は有機的構成をたえず高度化するものと
解している。だが，そのような理解はあまりにも単純なものといわなければ
ならない」（前掲稿，13・Ae・・一ジ）と批判する。かくて，相対的過量人ロー産業
予備軍が「不断に生産される」という理解は誤りだし，また「産業予備軍の
絶えざる圧迫」によって，現役労働者軍の労働条件が悪化するという理解も
単純にすぎると指摘する。このように閥題点を指摘したうえで，徳永氏自身
は資本蓄積過程にわける閻定資本の性格に着目して積極的にはつぎのように
（1）徳永氏は，かつてつぎのようにのべた「社会政策や労働問題は，原理論とはちがっ
　　た次元において展開さるべきであって，それを理論的に説こうとしたところに方法
　　的な無理があったといわなければならない」　（同氏「社会政策論の再検討」　r社会
　　政策学の基本問題』所収，108ページ）。なお，隅谷著『労働経済論」に対する同氏
　　の書評（季刊，「労働法」1969，工2月所収）にも，この主張はより明確に示されて
　　いる。
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主張する。「資本主義の発展は，好況，恐慌，：不況，好況という産業循環をえ
がきながら行なわれるのであって，資本の有機的構成は，理論的には，直線
的に高度化するのではなく，産業循環の過程を通して，いわば階段状に高度
化されるものとみなすべきであろう」（前掲稿，14ページ下段）と。氏は「資本
蓄積が資本構成不変のまま進行する」好況期の事態を重視される。その場合
には「労働者に対する需要が増大し，産業予備軍が縮少しつつ労賃の上昇が
みられるような事態が生ずる」（同稿，14ページ中段）のであり，労働力を「ふ
だんに過剰な商品」とみることはできない。産業循環の各側面に考慮を払わ
ず，プロセスを無視して運動過程の最終結果のみを抽出し，それをもって逆
に遅動過程の金谷を一面的に理解しようとする理論は誤りだ，と徳永氏は主
張するのである。氏はきらに，岸本説のうまれる背景としてマルクス『資本
論』にまで射程をのばし，『資本論」それ自体が「資本構成の：不断の質的変
化」→「相対的過剰人口の累進的生産」→「労働者階級の窮乏」　というロジ
ックを：不当に強調している，これも資本蓄積の運動過程を：不充分にしか分析
していないからだ，と主張する。こうして，徳永氏は資本蓄積の一般的法則
を「窮乏化法則」と解することの誤りを説かれるのである。以上，徳永氏の
問題指摘を整理したうえで，資本蓄積法則の理解について検討を試みよう。
　〔2〕　資本蓄積法則の理解において，産業循環の契機を導入することは，
資本蓄積過程の理解のみならず賃労働分析の基礎理論構築にとっても，璽要
な意味をもつ。それは，徳永氏が意識している以上に大きな問題につながる
であろう。この稿の閥題意識に引き据えていえば，『資本論』第一部七篇23
章で叙述された資本蓄積法則のシェーマが，そのまま賃労働分析の基礎理論
たりうるか否か，という問いにかかわる闇題である。
　たしかに，『資本論』における「資本制蓄積の一般的法測」は，資本の流
通過程・資本制生産の総過程の展開にさきだって，資本の直接的生産過程の
総括として定式化きれた。それはまた，いうまでもなく恐慌論の完成をまた
ずに叙述されている。したがって，そこでは固定資本の存在，その更新の特
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性は重視されていないし，つねに恐慌論を意識しているとはいえ，産業循環
の各局面に周到な配慮をしつつ蓄積法則論が展開されているとはいいがた
い。マルクスの資本蓄積の一般的法則は，「資本の生産過程」の展開に期し
て，まきに「長期・平均的な傾向」を定式化したものであったといえる。し
たがって，蓄積法則の理解を，より具体的なものとするためには，『資本論』
に則しても，第二部，第三部の視角によって補完きれねばならないといって
よい。
　しかし，注意せねばならぬことは，経済学原理論は，あくまでも，「絶え
ざる動揺を通じての平均」　「不断の撹乱を通じての長期的傾向」として，資
本主義経済をつらぬく法則を解明するものだ，という点である。周知のよう
に『資本論』も「資本制的生産様式の内的構造のみを，いわばその観念的平
均において叙述」するものであった。したがって，『資本論』あるいは経済
　　　　　　（2）
学報理論が，まず産業循環の内部に立ち入らず，資本蓄積の一般的法則，そ
れが労働力需給を通して労働者階級の運命におよぼす影響を叙述したとして
も，それは少しも奇異なことではない。産業循環の契機を原理的に考慮した
としても，相対的過剰入口が吸収されつくすのは，循環の一局面＝ブームの
時期のみであり，恐慌期や不況期はいうまでもなく，　「中位の活況」期にも
失業は存在するとみねばならない。資本蓄積の一般的法則に規定されて，長
期・平均的に「資本の中位の増殖欲にとって相対的に過剰な労働人口」が存：
在することは，まぎれもない真実なのだ。したがって，資本蓄積の長期・平
均的な，まさに「一般的法則」が賃労働をいかに規定しているか，この点の
確認は賃労働分析の不変の出発点だといえるのである。
　このことを充分にふまえた上で，なおかつ資本蓄積法面の理解について産
業循環の過程を重視する必要があるというのであれば，そのかぎり私も異論
がない。相対的過剰人口の不断の創出，産業予備軍の絶えざる圧迫による現
（2）K　Marx，　Das　Kapita1，長谷部文雄i訳r資本論』青木文庫版，ユ3分冊l171ペー
　　ジ。以下，マルクスr資本論』⑬，ユエ71ページというように略記する。
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役労働者軍の労働条件悪化，労働者階級の窮乏化，という一連の論理は，そ
れが無限定に労働経済諸側面の分析に直結されるならば，たしかに多くの問
題点を含むものといえる。
　　それだけでなく，この論理の一面的強調は，たしかに経済理論休系の整合性にもかか
　わるものである。それだけに資木蓄積と雇用・失業の問題は，それじたい一つの論争史
　をもっている。これを意識しつつ宇野弘蔵氏は，「労働力商品の特殊性」を基軸におい．
　て，産業循環の必然性（恐慌原理論）を論じ，好況・恐慌・不況・好況という循環に媒
　介されるものとして資本制的再生産・蓄積法則の展開を再構成したのであった。たしか
　に，宇野理論はそれなりに強固な体系性をもっている。そして，さきにみた徳永氏の蓄
　積法則理解は，この宇野氏の論理をほぼ完全に祖述するものであった。したがって，徳
　永氏の主張は，内容的にいえば，宇野「原理論」の援用による岸木説批判という性格を
　もっているのである。
　たしかに，資本蓄積法則の理解について，その長期・平均的な傾向の確謙
だけでは不充分であろう。労働経済分析がその上に構築さるべき経済学の一
般理論は，資本の流通過程，資本制生産の総過程をふまえたもの，したがっ
て『資本論」全三部の論理をふまえたトータルな論理体系でなければならな
い。また，出資本間の競争と産業循環に媒介される資本主義のトータルな運
動法則把握でなければならないだろう。その意味で「資本制的蓄積の一般的
法則」は，労働経済分析の基礎理論として有効であるためには，　『資本論』
全三部の展開および競争論，産業循環論によって補完される必要があるとい
ってよい。
　ふりかえってみれば，資本主義の基本洋弓たる「価値法則」論じたい，「資
本論』第一部の抽象的価値規定のみによるものではなく，第三部の生産価格
・市場価値論までの展開によって始めて論証きれるのであり，さらには大内
秀明氏も指摘するように，究極的には運動機構としての資本主義のメカニズ
ム把握，したがって産業循環論を通じて完結するのである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）
（3）大内秀明r．価値論の形成』，436－7ページ参照。
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　同様に，資本主義の基本的経済法則たる「人口法則」＝相対的過剰人口創
出の法則も，さらにはまた「平均利潤の法則」も，究極的には産業循環に媒
介されて，資本主義の運動法則として自己を展開する。④「価値法則」が資
本制社会における階級関係を根底において規定し，◎「人口法則」が労働力
商品の需給関係を絶対的に規定し，◎「平均利潤の法則」が，社会的労働の
配分関係を，したがってまた労働力の社会的配分関係を規定する以上，産業
面蓑に媒介されるこれら資本制経済の三大法則とその貫徹形態を理解してお
くことは，労働経済論展開の不可欠の前提といわねばならないのである。
　ところで，産業循環の契機を導入して資本蓄積法則論を再構成する場合に
は，少くとももう一つの点にふれておく必要がある。それは，経済学原理論
のもつ制約についてである。『資本論』そのものをとってみても，その全三
部の展開をふまえたとしてもそれはなお均衡→破壊→再均衡の過程をたどっ
て運動していく経済過程のく経過分析〉じたいをとりあげることにはならな
い。現実的競争の作用によっておこる　「市場の局部的動揺」　「市場における
（4）
摩擦の研究」なども，特殊理論の課題として残されているといえる。
　これに対して，産業循環に媒介きれる資本主義のトータルな運動を前提に
して資本制的蓄積を問題にする場合には，好況・恐慌・：不況。好況の各局面
の特質が考慮されねばならない。したがってそれは，各島面のく経過そのも
のの分析〉に道を開くのであり，いわゆる「平均法則」についても，平均→
撹乱→再平均化のプロセスにささえられたものとして，これを再展開する契
機を与えるのである。徳永氏がどこまでこのことを自覚しているかは別とし
て，氏が提起する「好況期の労働需要増大」の聞題をとりあげるにあたって
は，以上のことを念頭においておかねばならないのである。
　〔3〕　さて，以上のような視角に立つ時，資本蓄積法則の理解について産
業循環の要因を強調する徳永氏の論旨に対して，私は逆に一定の疑問を提起
（4）この点は，いわゆる宇野「原理論」もその例外ではないだろう。
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せざるを得ないのである。
　徳永氏はつぎのように述べた。　「資本家がたえず資本構成を高度化すると
いうマルクJi〈のここ（「資本論』第1部，23章）での立論は，固定資本の存在を
著しく軽視するものといわねばならない。一・・産業循環のこの局面（好況期）
では，資本蓄積は資本構成を不変のまま進行する傾向をもつのである」　（前
掲稿，14ページ中段）。　この認識に立って徳永氏は，資本構成不変の生産拡大一一・e一
労働力需要の増大→産業予備軍の縮少→労賃上昇というかたちで好況局面の
事態を整理する。
　だが，なぜ好況局面においては「資本蓄積は資本構成不変のまま准行する」
といえるのであろうか。この点について氏は，「実際，資本家は，一度固定
資本に投じた部分は，新たな生産方法が工夫されたとしても直ちにこれを廃
棄するわけではなく，事情のゆるす限り，利用して価値の回収を計ろうとす
るであろう」という推論をのべるにとどまる。しかし，「実際…」という右
のような常識的推理から好況局面における資本構成不変のままの生産拡大を
一般的結論として導くことが果して許されるであろうか。これは「あまりに
も単純な理解」といわざるを得ない。
　　この点，徳永氏が典拠とする宇野弘蔵氏の立論は，はるかに慎重・厳密である。「資
　本がもし好況期の蓄積にも，常に新方法を採用して相対的過剰人口を新しく形成してゆ
　くことができれば，そういう矛盾は生じない。生産力の増進とともに生産関係をこれに
　適応して変化せしめることになるからであ・る。ところが資本は，そういう計画性となる
　と，基本的にはもっていない。個々の利害関係に支配せられつつできうる限り好況期を
　利用しようとして拡張するのであって，その拡張は当然に与えられた過剰人口を非過剰
　人口に転化することになる。」（宇野，『マルクス経済学原理論の研究』，133ページ）。
　ここにみられるように，宇野氏は「資本構成不変の拡大」からではなく，蓄積競争の無
　政府性，相対的過剰入ロ創出の「計画性のなさ」を過剰人口吸収の論拠としているので
　ある。この点は念のために指摘しておく価値がある。
　産業循環の好況局面を資本の有機的構成不変のままの生産拡大期として一
義的に規定してしまうことは，論理的にいって無理である，と私は考える。
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資金調達面で障壁にであわないかぎり，先進的資本家が新技術・新生産方法
にもとつく新工場を建設して「できるかぎり好況期を利用しようとする」こ
とは，当然考えられる。個別約には，旧設備の更新さえ可能なのであり，同
「生産部面・（Sphare）内部においても資本構成：不変の生産拡大と，資本構成
高度化を伴なう生産拡大が併存・競合して進行するとみる方が妥当である。
むしろ，好況期の蓄積過程においては，各生産部面問および同一生産部面内
部においても，時・空乱ズレを含みつつ破行的に資本構成の高度化が進行す
るとみるべきである。しかも，このことは同一生産部面内において，資本構
成の差，生産性格差をもつ個別資本の競合によって，生産費用格差・利潤率
格差を発註させ拡大させてゆく局面だと考えられる。
　労働市場総体の運動を念頭において，好況期を通じての労働需要増大，産
業予備軍の縮少，労賃騰貴をロジカルに導くとしても，好況局面における資
本蓄積進行の性格については，徳永氏と違って以上のような把握をしておか
ねばならない。　とくに，のちにふれるように労働市場の運動，労働力市場価
値・市場価格の運動法則を理論的に展開する場合，この点は決定的な重要性
をもつのである。
　さて，好況期を通じて，資本構成の格差したがって生産条件格差をうみつ
つ進行した生産拡大の極点において，恐慌・不況への反転が生ずるわけであ
るが，恐慌・不況局面についても当面のテーマに関連して，二つの側面が重
視されねばならないだろう。まず第ムに，恐慌によって資本主義総体として
の生産と消費の矛盾が露呈し，商品の価値破壊がおこなわれ，矛盾が暴力的
に一時的解決をみる。かくて両生産部門（Abteilung），各生産部面（Sphare）
にわたる社会的労働の配分関係が再調整されるのであり，恐慌の沈静につづ
く不況局面においては，引下げられた新たな価格水準のもとで収益性を高め
るために資本家は競って旧設備を更新し，生産性の高い新技術・新生産方法
を採用する。こうして，たしかにこの局面で「固定資本の更新は集申的にお
こなわれる」といってよい。このことは，産業循環のこの局面において社会
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的規模で資本の有機的構成の高度化が実現される・ことを意味する。だが，そ
れは同時に，新生産方法の普及によって各生産部面における生産条件格差が
消滅し，平均的生産条件の新たな水準が形成されること，したがってまた，
ひとたび撹乱を経験したのちに新たな平均利潤率成立の条件が整ったことを
意味するのである。
　第二に，恐慌。不況の同じ過程は，他面において「資本と搾取可能な労働
力とのあいだの不均衡」をドラステdックなかたちで解消するのであるが，
同時にそれは不況の時期において恐慌により排出された産業予備軍の存在を・
背景として，新たな生産条件に適合する労働力需給の機構をつくり出す。か・
くて，既存の労働市場の構成がi変容され，労働力の流入・転出を通じて労働
市場の再編が進行するのである。
　このように，われわれにとっては，ほかならぬ産業循環の過程を通じて資
木間競争と労働者間競争の新たな態様，さらには資本と労働の競合の新たな
条件が形成されていくことの認識が必要となる。しかもその循環を媒介とす
る資本蓄積の過程は，徳永氏の理解するように単純なものではなく，各生産
部面にわたる平均的生産条件の破壊と再平均化として，平均→撹乱→再平均
化の過程として進行することを認識しておかねばならないのである。
］1　労働力価値規定の考察
　〔1〕　「賃労働」の運動を規定するものは，資本主義の運動法則そのもの，
すなわち，価値法則→蓄積法則→平均利潤法則として展開する資本の運動法
則以外にはない。この点をゆるがせにして，「資本論」と対立するかたちで1
「賃労働論」を描こうとするすべての試みは失敗に終るであろう。すでにふ
れたように，労働経済分析の基礎理論を構築しようとするこの稿が，まず資
本蓄積法則の理解の検討から出発したのには，必然性があった。
　とはいえ，その展開は未だ経済学原理論の具体化，延長線上にあった。で
は，「資本論」と区別される「賃労働論」，経済学原理論と区別される　「労
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働経済論」展開への端緒は何か。それは特殊な商品としての労働力商品につ
いて，資本主義の基本法則たる価値法則が，資本蓄積法則に媒介されながら
いかに貫徹していくか，その独自性の解明のうちにある，と私は考える。労
働力商品も，それが商品である以上，商品交換の法則＝＝価値法則の作用にし
たがう。　この場合，労働力商品をめぐる価値法則の作用が一般商品について
のそれとなんらの差異を示さないのであるならば，経済学の一・一一般理論と区別
される「労働経済論」は不要である。もしそうであるならば，“・まきに「労働
聞題の経済学的研究は，経済学の原理論の応用理論にすぎない」といい切っ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
てよいだろう。
　しかし，果してそれは正しいだろうか。労働市場，賃金，労働組合，労使
関係など，総じて労働問題への実証的アプローチが提起する賃労働分析の諸
対象領域は，経済学原理論の単なる応用にとどまらぬ独自の理論的アプロー
チを要求しているといってよい。そのキイ・ポイントは，一般商品に対する
労働力商品の特殊性，労働力商品をめぐる交換の独自的性格，労働力の価格
　（労賃）運動の特殊的性格の解明にかかっているといってよい。この「労働
力商計の特殊性」の把握は，単に労働移動の不完全性の認識にとどまるもの
ではない。それは，資本主義の運動法則に規定されて展開する労働力価値の
価格（労賃）への全転化過程，したがって労働力商品にかんする価値法則の
貫徹形態を解明する，という理論的深みを要求するのである。
　労働力にかんする価値法則展開の独自性，労働力の価値から価格への転化
過程の特質，これを解明するための礎石は，抽象的な労働力の価値論から価
．格論への上向の中間環としての「労働力の市場価値論」，すなわち労働市場
論＝競争論に媒介された労働力価値規定の理解にある。賃労働論の理論的展
朋の成否は，労働力市場価値法則論の認識にあるといっても過言ではないの
である。
（1）氏原正治郎氏のことば，同氏「社会政策から労働問題へ」　（弘文堂，経済学全集
　　栞，第二号）参照。
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　　この点はのちに詳論することとして，その論理的前段作業としても，まず
抽象的労働力の価値規定について，一つの反省をおこなっておかねばならな
い。
　経済学原理論，すなわち「資本制的生産様式の内的構造のみをいわばその
観念的平均において叙述」する資本主義の論理体系においては，’労働力価値
規定もきわめて抽象的なかたちで与えられる。原理論の叙述においては「商
圏’i’」一r貨幣」｛二「資本」の展開過程において「労働力商品」　も流通過程か
らの抽象によって導入されるのであり，剰余価値論にとっても「労働力の価
値」が概念的に措定きれていれば充分なのである。
　そのかぎり，資本主義の論理体系においては，流遇形態としての商品・貨
幣・資本の展開から出発し，生産過程論をくぐって労働力商品をも含めた商
品の価値規定を与えるという方法は，妥当なものだといえよう。『資本論』
第一部第二篇第四章における労働力価値規定も，たしかに労働力価値の内容
を構成する諸要因にふれているとはいえ，究極的には，第一に労働力価値
が，その　「労働力の所有者の維持に必要な生活手段の価値」　「労働力の生産
に必要な生活手段総量の価値」にほかならないこと，第二に「必要生活手段
の平均範囲」は，与えられた自然的条件のもとで歴史的に形成されるのであ
り，一・定国の一定歴史時点をとってみれば与えられた大きさであること，こ
の二点の確認をもって充分とみなしているのである。その必要生活手段の質
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）
・量が現実にいかなるものであるか，労働力価値の現実的水準がいかなるも
のか，これらの点の分析は論理次元を異にする課題だといってよい。むしろ，
ほかならぬ「賃労働論」の次元で，「如何なる条件のもとで一したがって如
何なる慣習や生活要求をもって一自由労働者の階級が形成されたか」（r資本
論』②，320－321ページ）をふまえ，諸資本・諸賃労働の現実的競争，資本と労
働の対抗関係のなかで決定されるといってよい1したがって，労働力の価値
規定じたい，「賃労働論」の展開によって内容的に補完され，完結するとい
　（2）　『資本論』②，320－321ページを参照。
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ってよいだろう。抽象的な労働力価値規定としては，①労働力価値の現実的
水準は，いわば論理体系の「与件」としておかれていること，．②しかし労働
力価値水準に照応する「労働者の正常的生活状態」（r資本論』②，320ページ）
は，現実にはライフサイクルの諸側面にわたって一定の連環をもつ労働者の
生活構造として存在することが「表象」として予知きれていなければなら
ないこと，この二点が確認きれていれば必要かつ充分であるといってよいの
である。
　　（3）
　〔2〕　以上の認識との関連で，ここでは労働力価値規定をめぐる・一一しつの論
争的問題点をとりあげておきた・い。すでに本稿第！節でみたように，徳永重
良氏は相対的過剰人口の「不断の生産」，産業予備軍の「絶えざる圧迫」を
否定し，その上に立って資本蓄積法則をいわゆる「窮乏化法則」として理解
することを批判した。とりわけ岸本教授の社会政策論との関連で，いわゆる
「価値以下窮乏説」を批判した。いま問題なのは，徳永氏によって「価値以，
下説の秘密」，その誤れる論拠としてとりあげられている労働力価値規定の
理解についてである。徳永氏はつぎのようにのべた。
　　「（岸本）教授は，労働力の価値規定の内容は，災害，疾病，老齢，さらに失業など
　のさいの労働不能ないし中断の場合の最低生活費をも含めている。これはまたなんと慈
　善深い資本家を想定したことだろう／こうした労働者にふりかかるさまざまな災難の場
　合，彼は，原則として賃金をうけとることができないために，この間，生活水準の切り
　下げを余儀なくされ，時には擁疾，死亡，被救並民への転落などさまざまのかたちで，
　労働者としての地位から引退することを強制させられるのである。そうだとすれば，労
　働不能ないし，中断のさいの生存費をあらかじめ労働力の価値規定に合める（pは，不適
（3）以上の抽象的な労働力価値規定は「平均労働力」あるいは「労働カー般」を前提に
　　している。したがって，現実に婦人，少年など自然的差異ある労働力が存在すれ
　　ば，この価値規定は，それらの労働力にもそのまま妥当する。ただし，労働力価値
　　論の論理的展開においては，私は吉村励氏と異って「労働力の価値分割」は抽象的
　　労働力の価値次元ではなく，労働市場の契機を前提にした労働力市場価値形成の次
　　元で論ずべきだ，という見解をもっている。前掲拙稿，「賃労働の経済理論」，44
　　－45ページ参照。
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　当ではなかろうか。かかる場合の生存費は，原理的にではなく，むしろ歴史的なものと
　して処理した方が適切であろう」「岸本説では，このように労働運動に媒介されつつ特
　定の時期以降，歴史的に形成されてきたものが，アプリオリに本質次元へ混入され，労
　働力の価値なる範塒は，いわば当為の概念として措定されているのである。その結果労
　働力の市場価格たる賃金は，つねに価値以上（価値以下の誤りか？…菊池）に低下する
　ことにならざるをえない」　（徳永，前掲稿，ユ8Ae・一ジ）。
　この引用からわかるように，徳永氏は，災害，疾病，老齢，失業など　「労
働不能ないレ中断の場合」の生活費を労働力価値規定の内容にふくませるこ
とを労働力価値規定の不当拡大として批判しているのである。また，この不
当拡大の対応物として労働力の市場価格＝賃金のいわゆる　「価値以下説」が
成立している，と批判されるのである。いわゆる「価値以下説」の理解につ
いてはのちにふれるとして，労働力価値規定についての徳永氏の指摘ははた
して正しいであろうか。
　たしかに，従来のいわゆる「価値以下説」は，それを展開する論理次元に
ついて周到な配慮をはらっていたとはいえない。　しかし，前項にふれたよう
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に，労働力価値論展開の論理次元を確定していくならば，資本主義の論理体
系に照応する労働力の抽象的価値規定の次元で，価値規定の内容としてどの
要素をふくめ，どの要素をふくめない，といった選択はそもそも不可能だと
いってよい。この論理次元では，労働力の価値概念は労働力の質的差異にも
立ち入らず「必要生活手段総量の価値」として措定されるにとどまるのであ
る。逆に現実資本主義の運動をふまえた賃労働論完結の次元では，労働運動
に媒介されたもの，現実資本主義の歴史的条件に規定されたものをも含めて
標準的生活水準の諸構成要素は，「具体的労働力の市場価値」の内容・水準
を規定する要素となるのである。徳永氏は，経済学原理論の論理次元で「価
（4）私は従来のいわゆる「価値以下説」をめぐる批判と反批判ほ論理次元が不明確であ
　　つたため，双方ともに十分なものとなりえなかったと考えている。前掲拙稿「賃労
　　働の経済理論」は，この点の認識を理論展開の一つの支柱とするものであった。な
　　お，労働力価格の価値以下低落の問題は，本稿皿：以下の全論旨をもって展開する。
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値以下説」の批判を意図されるあまり，労働力価値の理解について逆の誤り
を犯してはいないだろうか。
　徳永氏は，「労働不能ないし申断の場合」の生活費をも労働力価値の内容
に含めることに対して　「これはまたなんと慈善深い資本家を想定したことだ
ろう！」と慨嘆された。氏によれば「かかる場合の生存費は，原理的にでは
なく，むしろ歴史的なものとして処理」されることになる。確認しておこ
う，徳永氏は平均的頻度の失業期間中の生活費も含めて・労働不能ないし中
断時の生活費は「本質次元」　したがって経済学原理論上，労働力価値規定に
混入してはならないとされるのである。では聞おう，徳永氏の場合，産業循
環に媒介された資本蓄積がうみ出す相対的過剰人ロー産業予備軍は，労働力
需要が拡大して再び吸収・雇用され，あらためて賃金を取得するまで，たと
えそれが「生活水準の切り下げを余儀なくされ」たものだとしても，いかに
して生活を維持しうるのであろうか。平均的失業期間中の生存費をも労働力
価値の内容規定から拒否することは，徳永氏のよって立つ経済学原理論の体
系そのものの破綻を招くことにならないだろうか。　ことは「資本家の慈善」
や研究者の好みの問題ではない。徳永氏は資本蓄積法則理解の検討に際して
も，経済理論における論理的厳密性を主張していたのではなかったか。だ
とすれば，資本主義の運動法則を描く論理体系の内部において，相対的過剰
人口5産業予備軍の生存条件がロジカルに示されていなければならない筈だ
といえよう。ここでも，われわれの射程は徳永氏をこえて宇野「原理論」に
迫らざるを得ないのである。
　〔3〕　周知のとおり，純粋資本主義の運動機構を論理的に体系化しようと
試みる宇野弘蔵氏にとって，労働力商品の特殊性は第一に資本制生産の全面
にわたって価値関係を確立する基礎として，第二に産業循環展開の積極的要
因として，宇野’「原理論」における基軸の位置を与えられている。この場
合，労働力商品の担い手としての賃労働者は，当然みずからの労働生産物を
資本の生産物として生産すると同時に，一方でその生産物の一部＝・生活資料
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を，資本家から支払われた労賃によって買いもどす関係にあるものとして把
握されている。この関係を前提として「労働力の価値」は，労働力の再生産
に必要な生活資料の価値によって規定されることになるのである。以上の論
旨はきわめて論理的であり，このかぎり私も疑義をさしはさむ必要をみとめ
ない。
　さて，宇野氏は，以上のように規定された労働力商品について，その価値
と価格（労賃）の関係については，産業循環の過程を通して，一循環をとれ
ば価値・価格は一致するものとされる。すなわち，氏によれば経済社会一般
にとって不可避な「経済原則」からして労働力の再生産が不可能になる事態
が起ってはならない。ここから労賃は平均労働力の再生産費以下に下がりえ．
ないとされる。他方，相対的過剰人ロー産業予備軍が存在するかぎり・，労賃
は平均労働力の再生産費以上に騰貴することもできない。かくて労働力の吸
引と反訳，労賃の上昇と下向をともなう産業循環の一周期をとってみれば，
労働力の価値・価格は一致する。これが宇野氏の論理であった。
　ここで注意しておかねばならないことがある。それは，宇野「原理論」の
場合マルクス『資本論』における産業予備軍の理論の不明確さをつき，論理
体系への「歴史の混入」を拒否して相対的過剰人口＝産業予備軍は理論上は
資本主義のメカニズムじたいがうみ出すものに限定されるという論理的制約
を強調したうえで，さきの論理を展開している点である。このように論理的
制約を厳密にもうける場合，産業循環の過程で排出された産業予備軍は，い
かにして再び労働需要が拡大し，吸引・雇用されて賃金を取得するまで生活’
を維持しうるのであろうか。さきにみたように「原理論」世界では賃労働者
は，労働力の販売によってその価格；労賃を入手する以外に生活手段をもた
ないのであり，労賃として入手した貨幣によって資本の生産物たる生活資料
を買いもどす以外に生命を維持することすらできないのである。失業期間と
いえども労働者は雲やカスミを糧として生きることはできない筈だ。だとす
るならば，労働力価値・価格についての宇野氏の論理が成立するためにも，
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平均的失業期間申の生活費が労働力価値規定の内容として含まれていなけれ
ばならない。あるいは，すでに指摘したように経済学原理論の論理次元で
は，労働力価値の内容規定に立入るべきでなく，労働力の価値は抽象的規定
に止まらざるをえないとしても，この論理段階で，すでに平均的頻度での
「労働中断時の生活費」が労働力価値の内容として含まれることが，〈予知
〉されていなければならないのである。
　以．上身が主張したいことは，このような労働力価値規定の理解なしには資
本主義の　「原理論」をロジカルに展開しようとする宇野理論体系じたいも，
存立し得ないだろう，ということである。以上で明らかなように，労働力価値
の内容規定の問題は，資本家の「慈善」や硬究者の好みの聞題ではない。そ
の諸要因の水準，諸要素の具体的ありかたは「労働運動にきえ媒介」され，
「歴史・具体的に規定」されるとしても，問題の本質は歴史の領域ではなく，
まさに「本質次元」そして理論上のものなのである。私は，さしあたり宇野
「原理論」を手がかりにして議論を進めてきた。資本蓄積法則の理解につい
て宇野「原理論」，「母慌論」をよりどころとした徳永氏は，この点をどう考
えられるのであろうか。徳永氏が掌野島をふまえるのであれば，これまでの
考察は徳虚心に対しても，そのままあてはまる。そうでないとするならば，
たとえ「生活水準の切り下げを余儀なくされ」たとしても「原則として賃金
をうけることができない」労働者が，いかにして恐嘩・不況＝：失業期間の生
活をささえるのか，この点を徳永氏は理論的に説明せねばならないだろう。
皿　労働力の市場価値とその法則
　〔1〕．本稿の論旨に立ちもどろう。労働力の価値規定は，経済学原理論の
論理次元においては極めて抽象的なかたちでしか与えられない。それを賃労
働分析に直結することは論理的制約からして不可能である。総じて，経済学
原理論と労働経済の諸領域の具体的分析を直結することは不可能であり，労
働経済分析に接近するためには，経済学原理論＝・「資本論」と区別される特
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殊理論としての「賃労働論」がまず埋論として構築されねばならない。「賃
労働論」の端緒，すなわち資本主義の論理体系と賃労働論の結節点は，労働
力商品についての「競争論」に媒介された価値法則論の展開にある。それは，
ほかならぬ労働力市場価値法則論であるだろう。　これが私の認識であった。
　ここで労働力の市場価値論をとりあげるにあたって，まず原理論における
「価値法則論」とその闇題点を確認しておかねばならない。経済学原理論は
まさに「資本論」であり，資本関係とその運動法則を解明することによっ
て，結果的に「資本主義的生産様式の内的構造」を描きだす。その場合，価
値法則論は，当然『資本論」第一部の投下労働量による抽象的価値規定にと
どまるものではなく，『資本論』全三部を通じて，価値→生産価格→市場価
格の展開を経て完成する。すなわち，抽象的平均概念として措定された価値
規定が，個別的差異をもつものの市場における競争を通じて，いかにして具
体的なかたちで形成され，資本主義の運動．を規制していくのか，『資本論』
全三部によってこのロジックが明らかにきれているのである。その場合，平
均利潤論・生産価格論の展開，その背景をなす市場価値論の展開において
は，生産部面（Sphare）を異にする諸資本，同一部面内の個別資本の存在も
視野に収められ，資本間の「競争」が前提にされているといってよい。この
ように，現行『資本論」においては，当初のマルクス「資本論プラン」には
なかった「競争論」の主要部分＝「競争一般の分析」までとりこんだかたち
で資本主義の論理体系が構成され，その金体を通じて価値論，価値法則論が
展開されていると理解される。
　しかし，賃労働論の視点から照射するとき，原理論における賃労働の規
定，したがって労働力商品とその価値法則論には，論理次元からして，なお
も一’定の制約があったといわねばならぬ。
　第一に，労働力商品は，「平均労働力」＝労働カー般として措定される。
資本関係の把握にとっては，それで必要・十分であり，「資本論」は賃労働
一・ﾊあるいは平均労働力を前提として展開される。勿論，マルクス　『資本
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論』は，労働（力）が現実には「多様な門？科・属・種・亜種。変種，を異
にする有用的諸労働の一総体，一一つの忍会的分業」（r資本論』①，124A・　一．
ジ）に組みこまれた具体的労働（力）であることを指摘していたし，いわゆ
る「労働力の価値分割」　（r資本論』③，644ページ），労働力の自然的差異とそ
れにもとつく労働力価値差，さらには労働力の発達費の差による労働力価値：
差（「資本論」③，818ページ）などに言及していた。だが，剰余価値生産の秘
密を解明し，資本主義の論理体系を構成していくにあたっては，これらの点．
の追求は「なお除外されたまま」　（r資本論』③，818ページ）にとどめられた
のであった。これは『資本論』の論理次元からして妥当な論理的制約である
といってよい。だがそれだけに，賃労働分析に接近する場合には，「理論」
としても，労働力の質的差異，労働力の価値差の聞題などが，あらためて視、
野におかれねばならない。
　第二に，経済学原理論においては，労働力商品についても　「価値どおりの
支払い」が仮定されている。『資本論』においても，労働力の価格が価値以
下に低下する場合のあることを指摘しつつも，叙述の基本線は，「労働力の
価格は，時には価値以上に騰貴しても，その価値以下に低下することはな
い」（r資本論』③，818ページ）　とうい想定を持続して，資本主義の論理体系
を展開している。これも『資本論』の論理次元で設定きれた論理的制約であ
り，「賃労働」をそのものとして理論的に扱う場合には，労働力の価格運動
は，より具体的に考察されねばならないだろう。
　第三に，経済学原理論においては，「完全競争」が前提とされ，資本間競
争は賃労働の存在によって何らの制肘をうけないことが仮定されている。す
なわち，労働力についても完全競争一完全移動が前提され一切の摩擦は無視
されている。原理論の次元では，「労働者相互間の競争は諸資本間の競争の
別の形態にすぎない」とまでいわれるように，妥当な論理上の制約であった
　　　　　　　　o）
（1）K：．Marx，　Grundrisse　der　Kritik　der　polltischen　Okonomie　l857－1858．高木
　　幸二郎監訳「経済学批判要綱』，644ページ。
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といってよい。しかし，労働経済分析のヴィヴィッドな諸課題は，資本間競
争に主導されつつ展開する労働者聞競争の過程分析のなかに，また「労働市
場における摩擦の研究」のなかに根ざすといってよい。それだけに，「賃労
働論」は理論として，これらの問題への視座を拓くことから出発せねばなら
ないであろう。
　〔2〕　経済学原理論における　「賃労働分析」の制約を確認したうえで，
「賃労働論」展開への理論的端緒をさぐろう。
　第一に，原理論は賃労働一般あるいは平均労働力を基礎において展開され
た。しかし，「資本論」第二部・第三部の展開のなかでも明らかなように，
論理体系を具体的に展開するにつれて，原理論は商品生産の具体的有用的性
格に規定された「商品生産の二大部門」　（Abteilung），　きらには「諸生産部
面」　（Sphare）をとりあげているのである。総じて商品生産の使用価値的側
面を注視することなしには，社会的分業関係に組みこまれた「諸資本」とそ
の競争を通じて展開する経済法則の把握もあり得ないといってよい。だが，
商品生産の具体的有用的側面（同一部面内および異部面閻競争）の導入は，
その存立をさきえる基盤として必然的に，　「諸資本」に対応する　「書賃労
働」の導入を意幽する筈なのである。商品の使用価値差を前提とする社会的
分業，それは必然的に商品の使用価値差をうみ出す「具体的有用労働の差
異」　をもつ各種賃労働を予定する。ほかでもない「多様な門・科・属・種・
亜種・変種，を異にする有用的諸労働の一総体」に組みこまれた多様な「具
体的労働力」の存在を，したがってまた「具体的労働力の価値」概念を導入
することになるのである。
　　　　　　　　　　（’ti）
（2）このことは，すでに労働力の取引の場としての「労働市場」が，単一市場としてで
　　はなく，「複合的労働市場構造」としてのみ存在することを示唆している。たしか
　　に，下山房雄氏も指摘するように「分業にもとつく協業のうえでは，資本側の市場
　　構造と労働力のそれとはパラレルでなくなる」（下山房雄「日本賃金学説史』，191
　　ページ）のだが，具体的労働力の質とその取引機構は，あくまでも，資木の生産過
　　程の態様と競争のありかたによって規定されているのである。
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　では，原理論においては，生産部面の異同をふまえた諸資本間の競争，こ
れに媒介された平均利潤率の形成までを論じながら，なにゆえに賃労働につ
いては，「労働力の異質多様性」　「諸労働力の価値論」　をそれとして問題に
しなかったのか，また問題にせずにすんだのか。これは問わるべき一一つの論
点であるといってよい。
　だが，この問題は一歩進んで考察すれぼ解決される。すなわち，平均利潤
論・生産価格論の展開，したがって同一生産部面内および異部面間にわたる
諸資本の競争とその帰結を解明する理論にとっては，労働カー般であれ，多
種多様な労働力であれ，労働力商品についての価格関係が確立していればよ
い。すなわち労働力商品についての一物一価が成立していればよいのであ
り，具体的労働力の多様性を意識したとしても，
　　　　　〔同一労働（力）同一賃金〕≧〔同一生産部面〕
の関係が成立しているかぎり，論理展開上の難点は生じない，といってよ
い。この理由からして経済学原理論は諸流本間の競争を一’一一・般的に扱いながら，
諸賃労働の存在をそれじたいとして問題にする必要がなかったのだ，と私は
考える。
　しかしそうであるならば，われわれに対してつぎの諸論点が解決を迫って
くる。第一に，平均利潤の法則が予定している労働力商品についての一物一
価（同一労働。岡一賃金）そのものは，いかにして成立するのか，その成立
の具体的プPセスはどのようなものであるか。第二に，商品価値論が当然社
会的必要労働量による価値実体のうらずけを得て完成するように，労働力商
品について成立する一物一価（同一労働・同一一賃金）は，価値実体論＝＝・trs働
力の価値論によっていかにうらずけられるのか。しかも第三に，原理論一
『資本論』において，すでに資本蓄積法則とそれに絶対的に規定された労働
力需給の帰結として，労働力の価格（労賃）の価値以下への低下が示唆され
ている。資本主義の運動法則そのものが，労働力価格の価値以下への低下を
必然化しているのである。だとすれば，この契機をふまえたうえで，さきの
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第一，第二の論点も解決されねばならないであろう。
　以上のように，すべての考察は結局，労働力商品についての価値法則の作1
用，あるいは価値法則の貫徹過程を，より具体的に理論化するという課題に
収敏する。一般商晶についての価値論は，商品交換を出発点として，生産論
をくぐり，市場における競争，市場価値・価格論にまで具体化されることに．
よって資本主義の全機構を通して円環的に論証された。労働力の価値につい
ても，同様の視角が成立する筈だ。労働力商品の交換過程は，①流通過程に
おける貨幣と労働力の交換，②生産・労働過程における資本（V）と労働の交
換，この「資本と労働の交換の二つの相異なる過程」を経験する。しかも，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）
資本の運動に規定きれた過程②が起動閃であり，その具体的形態に規定され
つつ，過程②を包摂したかたちで過程①が成立し，くりかえされていくので
ある。こうした関係をふまえて労働力価値論は展開されねばならない。資本
蓄積法則に規定された生産・労働過程の分析，これに規定される労働力の取
引，これらの契機をくぐって労働力の価値法則が貫徹するのであり，その論
理展開こそほかならぬ「労働力の市場価値：法則論」だといってよいのである。
　〔3〕　労働市場総体は，生産部門をことにする諸資本間の競争によって，
骨格を与えられつつ，さしあたり「労働力の異質性」によって相互に区分き
れる複合的な市場構造として存在する。この労働市場構造を前提として，労
　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）
働力の価値は，各労働市場ごとに，当該労働力の市場価値として現われる。
すなわち，市場における労働者問競争に媒介されて，労働力価値は，より具
体的な規定をうけるのである。
　　労働力の市場価値概念については，その存否をめぐって異論がある。旧くは舟橋尚道
　氏がこれを否定する見解をのべたが，最近では徳永氏が前掲論文において，労働力につ
　いて市場価値概念の適用を否定している。徳永氏は，簡単にしかこれについてのべてい
　ないが，要点はつぎの通りである。　「もしかりに製造業と同じ意味においてく労働力工1
（3）マルクスr経済学批判要綱」高木幸二郎監訳，195－197　AO　一一ジ。
（4）この点の展開および現実への接近が労働経済論の各論をなす「労働市場論」の課題
　　を構成する。
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業〉なる部門が資本主義社会に存在したとすれば話は別であるが一」「そもそも『資本
論』第三巻の市場価値論を労働力商品に機械的に適用すること自体，無理なのではなか
ろうか」　（前掲稿，18AO一一ジ上段）一と。
　また，これについての注の中で徳永氏は「労働力商品は，原理論体系のなかで唯一の
単純商品的性格を有するものであり，現実過程においてはなおさら，一般商品とはちが
った様相を呈することはいうまでもない。」とのべている。私なりに整理すれば徳永氏
．の議論は二つの命題からなっている。①「市場価値論」は，商品生産における個別価値
差＝生産条件格差を前提にしている。この個別価値差・生産条件格差は，資木の生産物
に固有のものである。②しかるに労働力商品は原理論体系中の唯一の単純商品であり
　（宇野原理論への依拠），単純商品には生産条件格差はない。したがって労働力商品之
ついて「市場価値論」は適用できない。これが徳永氏の論旨である。ここには，いくつ
かの副題がある。労働力商品が，直接「資本の生産物」でない，という点はそのとおり
である。だが，それは労働力商品について個別価値（生産費）差を否定することになる
であろうか。また一般に単純商品には市場価値概念が適用できないといえるであろう
か。ローゼンベルグは，　「市場価値は，その社会的本質からいえば，単純商品経済の範
蒔である」（ローゼンベルグr資本論註解』第五巻，梅村二郎訳，172ページ）とまでい
う。ここまでいうのは極端にしても，単純晶晶生産においてこそ，同一商品についてま
さに無限にともいえる生産条件・生産費格差があるのであり，市場における競争を通じ
て一物一価が成立することによって，個々の生産費とは異なる社会的価値＝市場価値が
成立しているとみてよい。ただ単純商品生産の場合は，市場価値・市場価格の成立機構
　　ロ　　　の　　　ロ　　　　　　　コ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の　　　コ
が，法則的規定性をもつものとして完成されていない，未確立な状態にあるのである。
いうまでもなく，この完成，確立は資本制生産の確立によって与えられる。いずれにし
ても，単純商品についても市場価値＝社会的価値の成立を論ずることは可能なのである。
一：方，労働力商品について個別価値（生産費）格差が存在しないといえるであろうか。
この点でも徳永氏の議論は無限定に宇野「原理論」によりかかっている。しかし，そも
そも労働力の価値を個別差なきもの＝平均労働力の平均価値として借定するのは，資本
主義の内部構造を「理念的平均」においτ叙述しようとする経済学原理論の方法からく
るものであって，宇野「原理論」もその例外ではない。だが，すでにみたように労働経
済分析・賃労働分析に接近するためには，この抽象的規定にとどまることはできないの
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　であり，個別的差異あるものの競争を通じて「社会的平均」が成立する過程そのものが
　分析されねばならないのである。徳永氏は「原理論体系」の論理次元について反省をす
　ることなく賃労働分析に向うにあたっても経済理論は宇野「原理論」で完結しており，
　労働問題・社会政策分析は「段階論」の課題だとされる。これは確かに，徳永氏なりの
　一貫性をもつ主張であるが，この理解によっては「賃労働論」の特質は見失われてしま
　う。この方法は，決して労働問題分析の視角を豊かにすることにはならないであろう。
　一般的にいって市場価値論の課題は，マルクスも指摘するように，第一に
同一商品市場において諸商晶の個・別価値が競争を通じていかなる社会的価値
を成立させるか，のメカニズムの解明にあり，第二には，ある一部面の商品
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（Jr）
生産者たちにとって二会的・標準的な再生産の条件，すなわち，生産諸条件
と労働の標準的性格とが競争のなかで形成されていく過程の解明にあるとい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（o）
ってよい。第一の側面は，既存の個別的生産諸条件の格差を固定したもの
（所与）としたうえで，それらのもとで生産される商品量比率の変動からく
る新たな市場価櫨水準の形成を明らかにする。すなわち，市場価値の静態的
・一ﾊ的規定を与える。第二の側面の展開は，競争的な資本蓄積の進行によ
る新たな生産諸条件格差の形成，この過渡的・経過的な生産条件格差による
既存の平均の擬乱→再平均化を通して新たな市場価値平均水準＝「新たな標
準」がうまれる遇程を明らかにする。すなわち，市場価値形成の動態的・特
殊的規定を与えるといってよい。
　こti）間の関係は，労働力商品についても妥当する。ただ，労働力商品の場
合に注意すべき点は，労働市場における競争，労働市場の運動が自律的なも
のでないことである。労働市場の運動は，根本的に資本の運動によって規定
きれている。　「資本制的蓄積が，たえず資本の中位的増殖欲望にとって余分
な」労働者人口を生産するのであり，　この相対的過剰人口の存在が「労働の
需要供給の法則……の作用範囲を，資本の搾取欲および支配欲に絶対的に適
（5）マルクスr資本論』⑨，271ページ。
（6）マルクス『資本論』⑨，280ページ。
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合する限界内に押し込める」（r資本論』④，989ページ）。このように，まず労
働力需給の量的関係において資本の運動に決定的に規定される。同時に，取
引さ．れる労働力の質的側面についても，商品生産過程の技術的性格，これを
前提とした資本の労働力需要によって根本的に規定されている。かくて，労
働市場における競争，労働市場の運動は資本蓄積法則に規定され，資本閥競
争に主導されてのみ展開するのである。勿論，競争の現実的過程は賃労働者
の主体的ビヘイビアに媒介され，多様な「摩擦」や賃労働の側からの「反作
用」によって変容されるとはいえ，艮期的・平均的には資本の運動に規定さ
れた労働市場の変動・再編が貫徹していくとみねばならない。
　このことをふまえたうえで，労働力の市場価値についてみよう。一般商品
について個別価値差あるものの市場における竸合を通じて社会的価値二市場
価値が成立すると同様に，当該市場に登場する労働力雅のうち支配的大量を
占める労働力グループの平均的再生産費（個別価値）が，労働力の市場価値
となり，これが市場価格変動の基準となる。　しかも，この場合「厳密な平均
＝・加重平均」と「大量的平均」による価値は完全に一致するとはいえないが，
労働力商品においても労働市場変動の事前的・事後的に成立する市場価値
（労働力市場価値の一般的規定）においては，大量的平均と加重平均はきわ
めて接近したものとなるといってよい。
　しかし，労働力商品についての価値法則の農騨は，以上の労働力市場価値
の静態的・一般的規定にとどまらぬ。一般商品においても一生産部面の商品
生産に現実に投ぜられた投下労働とその商晶に対する社会的需要によって表
現される社会的必要労働，この両者のギャップとその解消過橿を通じて，社
会的労働の再分配が進行し，新たな再生産の標準的条件が形成される。むし
ろ市場価値論の内的課題は，このプロセスの解明にあった。労働力市場価値
論においても労働市場の変動と再編，その動態を通じて貫く価値法則の作用
が確認されねばならず，かかるものとして成立する動態的市場価値規定の把
握が三三である。　とりわけ，労働経済分析の基礎理論，その方法的視座を確
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立する作業にとっては，この点の把握が決定的な重要性をもつのである。
　まず，労働市場の動態を通じて貫徹する労働力市場価値法則について，産
業循環の内部に立入ることなく検討しよう。資本制的蓄積の進展は，その内
実において有機的構成の高度化＝新技術・発達した機械体系の導入を意味す
る。機械体系の発展は，人的能力を機械で代賢し，作業＝〔程を分解し，個々
の労働を単純化する。かくて技術革新をテコとする生産過催の変革は，手工
的・経験的熟練を不用化し，既存の熟練構造を分解する。熟練労働の低熟練
・不熟練労働による代置，複雑労働の簡単労働による「すりかえ」が進行し，
労働の相互転換がより容易になる。1日来の労働市場の隔壁は打ち破られ，各
労働力グループについて労働代替性の三二が拡大される。　しかも資本蓄積・＝r
技術革新の同一の過程は，労働飾約的に作用し，既存の労働市場圏についで
も労働力過剰化の圧力を増すのであり，労働代替性の範囲が拡大きれれば，
さらに労働者闘競争は激化する。
　こうして，資本聞競争に媒介された技術革新の過程においては，まずその
破行的な進行につれて，旧技術水準に対応する旧型労働力　（従来の労働力市
場価値水準の規定者）と，　より低熟練化した個別価値の低い新型労働力が二
一Tb場において競合する事態が起る。　しかし，この過程は無限につづくもの
ではない。技術革新の一サイクルが完了し，新技術・新生産方法が普及すれ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．ば，これに対応した熟練水準が定着し，　当該市場における労働力の流入・転
出，新旧労働力の交替を通じて労働力の再生産費格差（個別価値差）は縮少
し，新たな平均化が成立する。すなわち，労働力市場価値の低い方向への平
準化が進行したのであり，この意味において労働市場の動態を貫く価値法則
は，労働力市場価値の低位平準化法則として貫徹するといってよいのであ
る。
　では，産業循環の内部に立入ってみた場合，以上の過程はいかに再規定さ
れるであろうか。この点め理解について，われわれにはすでに困難はない。
すでに本稿第一節でみたように，資本蓄積は，産業循環の各局面に媒介きれ
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て進行するが，この過程で，厳行的技術革新投資は好況局面でなされ，技術
革新投資の集中的実施，すなわち固定資本の集中的な更新は恐慌を経過した
：不況局面においてなきれるものであった。この過程を通じて各生産部面にわ
たる新たな生産条件水準の形成，平均利潤率形成の新たな条件が成立する。
一方，この過程に主導されつつ労働市場面においては労働力の社会的再配
分，新生産条件水準に適合的な労働力の質的構成，その調達機構が形成され
る。　労働力市場価値論に則していえば，好況期には，航行的技術革新に規定
された新旧労働力の競合関係が惹起され，旧市場価値水準の撹乱が起る。　こ
れに対して恐慌・：不況時の相対的過剰人口排出を背景に，社会的配分労働の
調整がおこなわれ，当該労働市場における労働力の質的平準化，労働力南場
価値の低位平準化が完成される。こうして成立した労働力の市場価値が，労
働力商晶についての新たな再生産標準をなすといえるのである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）
　　　　IV　労働力の価格運動と労資対抗の契機
　〔1〕　ここで，労働力商晶についての価値法則の展開のなかで，価格＝賃
金の運動が占める位置についてふれておかねばならない。前節までにふれて
きた労働力価値法則の具体的展開をふまえて，労働力価値の賃金への転化を
定式化すれば，つぎのように整理される。
　労働力の価値一「具体的な労働力」の価値一「具体的な労働力」の市場価
値（労働市場・競争の契機が入る）一「具体的な労働力」の市場価格　（需給
的契機がはいる）一（労働過程二具体的労働支出）一具体的な労働の価格・
賃金率wage－rate（時間・強度などの労働の量的契機がはいる）一実収賃金
wage－earnings（個人的賃金の展開）
　この転化のプロセスの詳細な検討，各転化形態の運動の独自性などの研究
（7）労働力の市場価値論じたいについては，より詳細にふれるべきいくつかの問題点が
　　残されている。それらは別稿の課題として，この稿では，労働経済分析の基礎理論
　　を，その骨格において描き切るζとに主眼を置く。
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は，当然，労働経済論の各論をなす「賃金論」の課題である。ここで検討し
ておきたいのは，労働（力）の市場価格の一般的運動と，それが労働力価値
法則の展開過程において果す役割についてである。
　閥題の焦点は，「労働力の価格（賃金）の価値以下への低下傾向一」の理解
にある。勿論，労働力の価格もそれが「価格」である以上，需要・供給の相
対的関係によって「価値」をめぐる多様な変動を示すといえる。だが，すで
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
に明らかなよう殖資本制的蓄積の法則は，長期・5F均的にみて資本の中位の
増殖欲にとって過剰な相対的過剰人「」をうみ出すものであった。また，産業
循環の内部に立入ってみれば，　この相対的過剰人口。産業予備軍は，「産業
循環における沈滞および中位的好況の期間申は現役労働者を圧迫し，過剰生
産およびケイレンの期間FIIは後者の要求を抑圧する。」　（r資：本論』④，989ペー
ジ）。総じて資本主義の運動法則そのものがうみ出す産業予備軍の存在は，
労働市場における労働力供給の過剰傾向をうみ，労働者闘競争を激化させ，
労働（力）の市場価格（賃金）をその市場価値以下に低下させるのである。
　　とはいえ，資本蓄積法則の作用・産業予備軍の圧力についても，その一一般的・抽象的
　論理を描くのみでは不充分である。すでに明らかなように，労働力はその具体性におい
　ては門・科・属・種・亜種などに分化した具体的労働力として存在し，「具体的労働力
　の階層的構造」を形成している。この労働力の階層構造は「平均的に誰でも普通の人間
　が特殊的発達をまたないで，その肉体のうちにもつている簡単な労働力」　（r資本論』
　①，191ページ）から，高度の知識と技能の習得を必要とする高塗の複難・熟練労働力
　までを含む。したがって労働（力）の代替性は，一般に階層構造の底辺（簡単・不熟練
労働）に近いほど大きく，頂点に近いほど具体的有用労働の差によって代替性の範囲は
小さくなる。「労働市場」はこO．ような具体的労働力の取引き機構として存立している
　のである。かくて，資本蓄積の法則に規定された労働力の需給法則も，さしあたり藍鼠
（1）下山房雄「資本蓄積と賃金」（講座r現代賃金論』（1），青木書店，所収）は，労働力
　　需給と賃金の運動について，その論理的可能性を整理して興味深い。だが下山氏の
　　場合にも①労働力価値分割を導入する論理次元，②労働市場の分析に「おくれた生
　　産様式の分解」の要素をいかなる次元で導入するか，など方法的に解決しておかね
　　ばならない問題が残されている。
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働市場内部，および代替可能な労働力グループ間に作用する。具体的有用労働の差が偶
然的なものに過ぎず，これを越えて広範な代替性が存在する単純・不熟練労働の分野を
掩う労働市場においては，資本蓄積法則の作用が等質的かつ強力に作用する。一：方複雑
・熟練労働分野を掩う労働市場においては，労働代替可能範囲の狭さのゆえに，競合関
係にたつ労働力の量は制約されたものとなり，蓄積法則の作用，相対的過剰人ロの圧力
も制約されたものとなる。したがって，労働力の市場価値と価格の乖雑，市場価値以下
への価格（賃金）下落の度合も，．各労働市場によって異ったものになるであろう（前掲
拙稿「賃労働の経済理論」，41～48ページを参照）。
　各労働市場圏についてみれば，当該労働市場における，労働需要の状態
「就業者と非就業者への分割比率」，相対的過剰人口の圧力の度合，したが
って労働者間競争の強さに応じて，労働力市場価値と価格のギャップが生ず
る。そして，このギャップの存在こそが，労働市場の変動・再編のプロセス、
において，具体的な契機をなすのである。すなわち，資本蓄積の進行にとも
なう労働代替性の拡大，労働者間競争激化の過程において，個別生産費（個
別価値）が低く，　したがって供給価格の低い労働力の導入が進行する。当初
は散発的に当該労働市場に登場した低供給価格労働力は，やがて市場価格そ
のものを低一ドさせ，その市場における労働力の流入・転出を通じて個別価値
差ある労働力グループの量的比率を逆転させる。こうしたプWセスをへて，
さきにみた労働力市場価値の低位平準化が進行するのである。労働力の価格
の運動は，事前的には労働力の市場価値に規定きれつつも，労働力需給によ
って生ずる市場価値・価格間のギャップを起動因として各労働市場間での労
働力配分を実現し，新たな平均としての市場価値水準を形成するモメントを・
なすのである。
　〔2〕　われわれは，労働力試晶について価値法則の展開を検討しできた。
ここで労働力価値とその実体規定との関連を問題にしておきたい。一般商品
においても，経済学原理論の全体をくぐった商品価値論は，展開の帰結とし
て社会的必要労働による価値実体の貫徹を論証きれ，これによって完成する。
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では労働力商晶の場合はどうだろうか。
　かつて宇野弘蔵氏は，その「原理論」の研究において，労働力商品の価値
と価格についての論理を展開した。宇野氏は，生活資料の価値（社会的生
産費）による労働力価値の間接規定性に着目する。　「資本は……好況期の蓄
積過橿内においては，労働賃銀の騰貴を通して労働者の生活水準の1旬上を許
し，逆に不況期の過剰人口の形成は，賃銀の下落によって生活水準の低落
を強制する」。　かくて産業循環の周期に対応する労働者生活水準の変動，こ
　　　　　（2）
れを通じて，循環の一周期をとってみれば労働力の総価値と総価格が一致す
る。以上が宇野氏の論旨であらた。　この宇野氏の見解は「原理論」の論理次
　　　　　　　　　　　　　　　（3）
元で，事態の一側面を抽象的なかたちで指摘したものにはちがいない。
　しかし労働力の価値法則を，その市場価値・1劇洛の運動過陸に立入って検
討してきたわれわれにとって，あるいは総じて労働経済分析の基礎理論を構
築するものにとって，問題はこのように単純には終らないのである。
　複合的構造をもって存在する労働市場において，勇働力の市場価値水準を
規定する労働者の生活水準＝「労働者の正常な生活状態」は，労働過程の態
様，技能獲得過程の社会的性格，生活資料の質・量，余暇利用の形態，世代
．的再生産の様式などに規定されたもの，社会的生活慣習をも含んだ「生活構
造」として存在している。　このことは，経済理論研究の「下向分析」の出発
において確認きれていなければならないし，　「上向的展開」の途上において
は，原理論の次元にわいても表象として「予知」されていなければならない
のである。
（2）宇野弘蔵，　『マルクス経済学原理論の研究』，138ページ。
（3）この論旨から，いわゆる「価値以下説」に対する宇野氏の批判も生まれる。だが，
　　字野心の論点は，多くの論理的制約を課した「原理論」の次元でのものである。こ
　　れに無批判に依拠して「価値以下説」を批判しえたと考えるのは早計である。理論
　　の厳密性を主張する労働問題研究者の多くが，価値以下説の批判においてこの種の
　　議論にとどまっているのは，むしろ不思議でさえある。価値以下説の何よりのメリ
　　ットは，それが賃労働分析にとっての不可欠の視点，すなわち，労働力需給と労働
　　力価値・価格変動の動態理論への道を拓いた点にあるといわねばならない。
　　　　　　　　　　　　　　　一61一
　174
　さて，労働力の市場価値論にいたる理論の具体的展開によって，、その実体
をなす生活水準との関連を聞題にし得る次元に到達したわれわれは，生活水
準を規定する諸要素が，その水準の向上・改善については極めて弾力的であ
るが，その水準の切下げに対しては強Q下方硬直性を示す，という点に着目
せねばならない。なぜならば，ひとたび達成され，一一般化された諸要累につ
いての水準は，貧困問題の研究者が区別するように，労働者にとって欲望
（desire）としてではなく，生活の必要（needs）として生活構造のなかに定
着するからにほかならない。かくて資本蓄積の展開に規定された当該労働市
場での労働力需給の変動・相対的供給過剰化を通じて，雇用の喪失，賃金切
下げが起るならば，それは，労働者にとってライフ・サイクルの各側面にわ
たる正常的生活状態の破綻を意味するのである。
　「低位平準化の法則」として自己を貫徹する労働力市場価値・価格の運動
法則は，労働者生活の実態にそくしてみれば，以上のような過程と不可分に
結合しているのである。
　労働力の市場価値以下への価格（賃金）低下の帰結は何か。これにはいく
つかの異なる契機が考慮されねばならない。第一に，労働需要の相対的増加
によって価格上昇が起り，市場価値水準に接近するのであれば，何らi別話は
ない。だが，　これは限られた特定市場・特定時点についてのみいえることで
ある。　ブームの時期以外には吸収されつくさない栢対的過剰入口をかかえて
いるのが，むしろ労働市場の常態である。　したがって第二に，この圧迫によ
って賃金の市場価値以下への低下が継続すれば，結局労働力の市場価値水準
そのものが低下する。継続的な低収入によって，労働者は，消費する生活資
料の質量的圧縮を余儀なくされ，結果として労働力の市場価値水準が低下せ
ざるを得ないのである。宇野氏が抽象的なかたちで示唆していたのは，この
間の事情であったといってよい。第三に，同様の過糧を特に旧熟練労働者に
ついて確認しておくことが必要である。技術革新によって惹起される親日労
働力の競合，新たな需給条件の形成によって：賃金が旧熟練労働者の生活水準
　　　　　　　　　　　　　　　一62一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　労働経済分析の基礎理論　175
を前提にして成立していた市場価値水準を継続的に下まわる場合，旧熟練労
働者は結局この賃金水準によってふるいわけられる。かれらの一部は当該労
働市場にとどまり，新旧労働力の流入・転出を通じて成立した新たな市場価
値水準，これに対応する相対的に低下した生活水準を甘受する。また一・部は
この低下した賃金によっても雇用されず，より下位の労働分野に流入する
か，産業予備軍のプールに転落することを迫られる。いずれにしても，これ
は当該労働者グループにとって生活破綻以外みなにものでもないだろう。
　第四に，労働力市場価値以下への賃金の低下が継続する場合，既存の生活．
水準を維持するために労働者家族の賃労働者化がおこる。まさに「労働力の
価値分割」が起こり，従来は労働市場に登場しなかった婦人・少年が，個別
価値したがって個別供給価格の低い労働力として労働市場に登場する。　これ
は，成入男子の賃金によって維持されてきた従来の生活水準の破綻の表現で
あると同時に，個別価値の低い婦人・少年労働力の出現は労働市場での競争
を通じて労働力市場価値低下の積極的三幅をなすのである。
　以上，いずれの場合にも「労働力市場価伯以’一ドへの価格の低下傾向」に媒
介きれて進行する労働力市場価値・価格の運動法話は，実態的にはライフ。
サイクルの諸側面にわたる労働者生活の破綻やドラスティックな生活構造の
変化をひきおこしつつ貫徹するといわねばならない。
　かくて，資本の運動に媒介された労働力商品に対する価値法則の作用は，
労働力商品の特殊性のゆえにこそ，価値法則の貫徹過程じたいが，労働者生
活水準の変動，労働者の職業的地位の転変，労働者家族の賃労働者化（価値
分割）など，総じて労働者の運命にかかわる社会的過程に媒介されざるを得
ない。ここにこそ，「資本に対する労働者の反抗」が惹起される具体的契機
があるといわねばならない。　このようにして労働者の反抗，団結による主体
的行動の展開は，労働力市場価値法則そのものの作用によって生み出されるσ
しかも一方，それは，ひとたび定着すれば労働市場における労働者間競争の
態様を規制し，労働力の価格運動のありかたを規制する。こうして逆に労働
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市場の変動，資本蓄積様式の展開形態をも変容し，ひいては社会的労働配分
の態様をもより具体的に再規定していく力を発揮するのである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）
　　　　　　む　　す　　び
　この稿のはじめに述べたように，賃労働の経済理論のロジカルな展開のは
てに労資対抗の必然性とその展開形態を照射すること，これこそ労働経済論
構築の支柱であるといってよい。この稿も，以上の展開においては，まず方
法的に「資本の先行行動にたいする労働の反作用」，すなわち労働者の反抗
と労資対抗の契機を捨象して経済メカニズムの追求を行なってきた。その帰
結として，まさに労働力という特殊な商品に対する価値法則の作用，その結
果として労働者の反抗・主体的行動の契機そのものが導出されたのであっ
た。下山房雄氏も指摘するように，　「作用だけあって反作用のない場合のみ
を，価値法則あるいは市場価値法則とする理解は正しくない」といってよい。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（D
労働者の団結・反抗は価値法則の貫徹のなかから生み出され，同時に労働力
市場価値法則の貫徹形態をより具体的に再規定していくのである。その意味
で，この稿の論旨はなおみつの抽象であり，労働経済論の抽象から具体への
あゆみの一道程に過ぎない。とはいえ，こうした方法的作業なしには，労働
経済論の眼目をなす労資対抗の契機そのものを理論的に導くことも，ついに
不可能なのである。
　ところで，この主張に対しては一定の反論が予想される。すなわち，　「経
済学原理論」の帰結として，労資対抗，階級対立の必然性はすでに論証きれ
ている。したがって賃労働論；労働経済論は，その当初から資本の行動に対
する労働の反作用の存在を前提として構成さるべきだ。これが予想される方
法的反論である。
　　　　　　（2）
（4）この間の関係を実態に則して，理論的・実証的に分析することこそ，「労働組合論」
　　　「労資関係論」の課題となるのである。
（1）下山房雄「労働市場と賃金」（講座「現代賃金論』（1），所収）164ページ。、
（2）「労働の反作用」を重視するにあたって，下山氏はこのような方法的立場をとって
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　たしかに，労資対抗の必然性に経済学原理論によって論証されているとい
ってよい。　しかし，それはあくまで一般的・抽象的な必然性の論証であっ
た。したがってまた，それは労資対抗のありかた，労資の主体的ビヘイビア
については，無限の可能性を開いたものとして終らざるを得ない。いいかえ
れば，「労資対抗の貝体的態様」についてふれることは不可能なのであり，
まさに抽象的・無規定的なものとしてのみ階級対抗の必然性が論じられてい
るのである。この点の理解は重要である。　これに対して労働経済分析におけ
る労資対抗は，抽象的なそれではなく，資本と労働の二重の交換過程のあり
かたに規定され，労働市場の運動とその態様に規定された労資対抗なのであ
る。労資対抗の形態とその争点そのものが当該労働市場の運動によって規定
されているといってよい。労働経済分析に接近するにあたっては，このよう
な問題を視野において，労資対抗の契機そのものが「一歩進んだ規定」を与
えられねばならないのである。
　この上に立ってこそ，「労働市場の局部的動揺」「労働市場における摩擦」
．の研究にも，また労資の主体的ビヘイビアに媒介されて成立する労働市場の
複層性，労働市場の分断と統一の考察にも，接近の道が拓かれるのである。
さらにまた，労働市場の複合的構造の認識は，いわゆる　「自主的労使関係分
析」と「社会政策分析」の対象についても，その区別と連関を明らかにす
る。なぜならば，各労働市場圏における資本蓄積法則の発現形態の差異，し
たがってまた労資対抗の態様の差異に対する認識が，これを照射する視点を
与えるからにほかならない。
　すでに，　「労働市場」，「賃金」，「労働組合．1，　「労資関係」などの課
題と，その理論展開の端緒については本稿展開の過程において示唆してきた。
ここに指摘した問題点を意識しつつ，これらの対象領域の検討を進めること
こそ，労働経済論を構築する具体的作業だといってよいであろう。
いるようであり（前掲稿参照），私と意見を異にする。
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